
 

 
 

 

宮崎市仮庁舎AI窓口案内業務 

仕様書（案） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和８年８月 

宮崎市 

 



 

１　業務件名 

　宮崎市仮庁舎AI窓口案内業務（以下「本業務」という。） 

 

２　履行期間 

　契約締結日から令和1２年１２月31日まで（予定） 

　契約期間は、契約締結日以降の初期構築期間を経て、運用保守期間が経過するまでとする。運

用保守期間は令和９年１月１日から令和１２年１２月３１日までとする。ただし、運用保守期間は運用

開始日からとし、初期構築期間は含まない。 

●​ 初期構築期間　　契約締結日から令和８年１２月３１日まで 

●​ 運用保守期間　　令和９年１月１日から令和12年12月31日まで 

 

３　設置場所 

　株式会社宮崎放送現社屋（宮崎市橘通西4丁目6番7号） 

 

４　業務内容 

　生成AIによる案内システムを導入し、来庁者が、曖昧な質問からでも音声や視覚的な対話等を

通じて迷わずに行きたい窓口へ辿り着ける環境を整備するために、必要な機器の調達、導入を行

う。 

　業務内容は以下のとおりとする。ただし、詳細については、受注者の企画提案に基づき協議によ

り決定する。 

種類 名称 数量 

ソフトウェア １式 

機器 タッチパネル機能付き自立型デジタルサイネー

ジ 

※集音マイク、カメラ、スピーカー内蔵、液晶サ

イズ40インチ以上 

１台 

専用制御器 １台 

本市管理者用専用端末（遠隔でのビデオ通話

用、FAQ管理等のコンテンツ管理用） 

２台 

本市管理者用専用端末周辺機器(ヘッドセット・

WEBカメラ等) 

１台 

　ソフトウェアについては、本提案に含まれるアプリケーション等と有償で追加できるアプリケー

ション等に分けて提案書に記載すること。契約期間内において、ソフトウェア及び機器には、利用ラ

イセンスを付帯すること。 

 

１ 



 

５　実施体制及びスケジュール 

（１）実施体制 

ア 受注者は、本業務の遂行を確実とする履行体制を確保すること。 

イ 本業務における十分な知識を有し、責任ある立場にあるものが統括責任者として本業務を

遂行すること。 

ウ 統括責任者及び作業従事者は、受注者の正社員とし、本市職員及び関係者と十分な連絡・

協力が図れる者であること。 

エ 受注者は、ソフトウェア及び機器の破損や障害及びそれらに伴う事故等が発生したときは、

正常な稼働状態に戻すため、点検、修理等を速やかに対応できる体制を構築すること。 

（２）スケジュール 

ア　契約　　　　　　　 令和８年１０月 

イ　初期構築期間　　契約締結日から令和８年１２月３１日 

ウ　運用保守期間　 令和９年１月１日から令和1２年１2月31日まで 

 

６　業務計画書の作成 

（１）受注者は、契約締結後１４日以内に業務計画書を作成のうえ、本市の承認を得ること。 

（２）業務計画書には次の事項を記載すること。 

ア 業務内容 

イ 業務詳細工程 

ウ 業務実施体制及び組織図 

（３）（２）に定める事項の記載内容に追加及び変更が生じた場合は、速やかに本市に文書で提出

し、承認を得ること。 

 

７　操作研修及び運用支援 

(1)本市職員向け研修内容(機器操作) 

　ソフトウェア類の構成及び機能概要と操作の説明を行い、本市職員の習熟を図ること。 

(2)本市管理者向け研修内容(管理・運用) 

　管理機能を含めたソフトウェア類全体の使用方法及びシステム障害発生時の対処方法の説明　

を行い、本市管理者の習熟を図ること。 

(3)研修方法(管理・運用) 

　(1)(2)の実施方法は、操作マニュアルの配布・説明やオンライン等での説明を行うこと。また、受

注者は、システムのバージョンアップ等を行った場合、操作マニュアルを更新し、本市に提供する

ものとする。 

　受注者は、本稼働後、必要に応じて本市職員に対しその操作等について研修を行うとともに、本

市からの問合せについて速やかに対応できる体制を整備すること。 
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(4)研修スケジュールと実施回数 

　研修スケジュール及び実施回数については、本市と受注者との協議により決定する。ただし、本

市職員向け及び本市管理者向け研修を、初期構築期間はそれぞれ１回以上、運用保守期間は毎

年度それぞれ１回以上開催すること。 

（５）運用支援 

　運用支援にあたっては、受注者が以下の事項を実施すること。 

ア　利用ログを基に問い合わせ傾向や未回答内容を定期的に分析し、FAQやシナリオ改善に

ついても、受注者から月１回以上報告、提案を行うこと。 

イ　AIの品質向上に向けたチューニングを継続的に実施すること。 

ウ　本市職員へのヒアリングを実施し、実際の運用に即した改善提案を継続的に実施するこ

と。 

 

８　機能要件 

　本業務に係る機能要件は、以下のとおりとする。 

基本機能 ●​ 自立設置可能であること。 

●​ 音声スピーカーを内蔵していること。 

●​ 地図や画像が明瞭で、視認性に優れていること。 

●​ 地図は、拡大、縮小ができること。 

●​ 表示が明瞭で、操作性に優れていること。 

●​ 将来的に、表示及び音声において多言語対応可能な拡張性があること。 

●​ それぞれのFAQに対して、関連するFAQも案内できること。 

●​ 案内結果として、利用者からのアンケートをとり、フィードバックを得るこ

とができること。 

●​ 本市が提供する情報を回答の根拠とし、学習した内容や事実とは異なる

内容以外の回答ができないハルシネーションを防止する設計方針とする

こと。 

●​ 回答の精度に不安がある場合は、回答できる情報がない旨を表示し、音

声で伝えることができること。 

音声機能 ●​ 音声の入出力が可能なこと。 

●​ 音声認識機能を有し、音声情報から案内ができること。 

●​ 音声による応答ができること。 

●​ AIから来庁者に対して音声による呼びかけができること。 

遠隔機能 ●​ AIが対応できない問い合わせは、本市職員が遠隔からビデオ通話で対

応できる機能を搭載すること。 

●​ ミュート機能が使えること。 

機器機能 ●​ タッチパネル機能付き自立型デジタルサイネージ機器の液晶サイズ及び

本市管理者用専用端末のサイズは本業務の目的を鑑み、適切なサイズ

を提案すること。 

●​ タッチパネル機能を有すること。 
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●​ タッチパネル機能付き自立型デジタルサイネージ機器については、点検

や修理が行いやすいよう、メンテナンス性に配慮された仕様であること。 

その他 ●​ FAQ管理等のコンテンツ管理は遠隔操作で行えるものであること。 

●​ 拡張機能として、FAQを自動翻訳で多言語に変換できるものであるこ

と。 

●​ 本市が提供するデータ（現時点で、FAQデータ約3,000項目、約１MB、

主に.xlsx形式。その他.csv、.ｐｄｆ、.txt形式）から、FAQや回答を生成

できるようにすること。ただし、データは随時更新、追加されるため、今後

増加する可能性がある。 

●​ 利用数、利用者の性別・年齢割合、利用ログを取得できること。また、こ

れら得られた情報が管理画面上からいつでも確認できること。 

●​ 案内キャラクターのカスタマイズ性があること。 

●​ 標準的なログ項目(時間、操作内容、対象データ等)を提供可能とするこ

と。また、本市に.csv形式等のデータで提供できるようにすること。 

●​ セキュリティ対策として、主体認証、アクセス制御、権限管理等を実施す

ること。 

●​ 第三者による不正アクセス防止のため、保守・メンテナンス時を除き、全

ての外部接続ポートを保護すること。また、筐体設置について、盗難等防

止のため対策を講じること。 

 

９　非機能要件 

　本業務に係る非機能要件は、以下のとおりとする。 

システムインフラ要

件 

ネットワーク ●​ 一般的なブラウザ（例：Chrome、Safari 等）の

最新版で利用できること。 

●​ 既設の庁内LANに接続し、指定プロキシ環境

でのインターネット通信に対応すること。 

コンテンツ管理

のアクセス 

●​ 宮崎市役所庁舎内（仮庁舎含む）及び本市が指

定するURLからアクセスできること。 

運用体制 ●​ その他、システムを運用する上で必要となるソフ

トウェア・ハードウェア・周辺機器(ヘッドセット

等)については提案に含めること。 

●​ 機器の保守点検やシステムの操作方法、システ

ム障害、本市からの問合せ等に対して一元的な

サポート体制を構築すること。なお、夜間や休日

を含む緊急時の連絡先等を含めた緊急時対応

手順書を提出すること。 

可用性・信頼性 サービス時間 ●​ 原則、利用時間は、午前８時３０分から午後５時

１５分とする。（土日祝を除く）ただし、本市の求

めに応じて上記利用時間以外の時間帯におい

4 



 

ても利用できるようにすること。 

●​ メンテナンス等の停止時は、上記限りではない。 

計画停止予定 

通知 

●​ 緊急時を除き、1か月以上前とする。その場合に

は、本市の合意を得ること。(緊急時とは、システ

ムの故障や緊急性の高いセキュリティ対策等を

想定) 

●​ 計画停止時間は、可能な限り業務に影響のない

時間帯を考慮すること。 

目標復旧時間 ●​ 問合せを受けてから復旧までの時間は、原則、1

営業日以内とすること。ただし、事前に遅延の許

可を得た場合を除く。 

データの保存

期間 

●​ 本市が指定した日数のデータは、システム上に

保存できること。 

性能要件 応答時間 ●​ １秒程度。 

●​ 業務に支障がでないように考慮すること。 

バッチ処理時

間 

●​ 30分以内。 

●​ 業務に支障がでないように考慮すること。 

拡張性要件 ●​ 長期的利用を考慮したディスク容量を確保する

こと。 

●​ 将来的な通信量、格納データ容量の拡大に備え

たものとすること。 

セキュリティ要

件 

●​ ソフトウェア脆弱性対策、ウイルス対策等を実施

すること。 

●​ 不正操作等により、サービス提供不能に陥るこ

とが無いよう対策を講じること。 

 

１０　拡張性、追加提案 

　本仕様書に記載の機能以外で、拡張性や追加提案があれば随時提案をすること。 

 

１１　注意事項 

(1) 受注者は、宮崎市情報セキュリティポリシー等に基づき、情報セキュリティを確保できる体制

を整備するとともに、情報漏えい等の情報セキュリティ侵害への対策が十分に講じられた作業

環境において、本業務に係る作業を実施するものとする。 

(2) 受注者は、個人情報の保護に関する法律を遵守し、業務上知り得た個人情報等の秘密を他

人に漏らしてはならない。本業務の処理を行うために個人情報を取り扱う場合は、別記「個人

情報取扱特記事項」を遵守しなければならない。 
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（３）本業務の履行にあたっては、関係法令を遵守しなければならない。 

（４）受注者は、業務の遂行上知り得た秘密事項を他に漏らしてはならない。 

（５）本業務の遂行に伴う費用は、本仕様書に明記がないものであっても、原則として、全て受注

者の負担とする。 

（６）本業務で作成、蓄積される全てのデータ（FAQデータ、シナリオデータ、ログ、利用統計デー

タ、アンケート結果等）は、本市の資産とする。また、本業務の履行により作成された成果物

は、特段の定めがある場合を除き、本市に帰属するものとする。 

 

 

１２　その他 

（１）業務内容は概要を示したものであり、業務の実施にあたっては、本市と十分に協議すること。 

（２）仕様書及び仕様書に定めのない事項について疑義が生じた場合は、別途協議すること。 
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